別紙「消費税率の変更への対応について」

利用料金については、各々の施設の設置条例の中でその上限額が設定されております。提案内容については、平成31年10月1日から予定通り消費税率が引き上げられるのと合わせて、本市の条例改正も行われ、その上限が改正されること（利用料金を値上げできること）を前提で提案していただきますが、上限の範囲内で設定することができるため、その範囲内において提案がいただけることとなっています。
しかし、消費税率の引き上げが見送られた場合には、条例改正も行われず、利用料金の値上げがされないことから、収入が減少することが想定されます。

そのような場合において、提案内容をどのように変更するのかお答えください。例えば、「○○年度の○○事業について縮小を検討する」、「収入が○○円減となる一方、支出も○○円減となるため、差額については○○の費用を見直すことで対応する」、など具体的にお願いします。なお、その場合における５年分の収支計画も併せて提案してください。
また、消費税率の変更に伴う利用料金の値上げを、上限より低い設定をした提案をされた場合については、その対応内容を「○○等の経営努力を行うことにより値上げは予定していない」など具体的にお答えください。

